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日本で公共交通維持の取り組みは，一般に地方自治体が主導しているものの，財政状況の悪化により，

現在の取り組みを今後継続していくことが困難となる懸念がある．また，公共交通維持への投資に見合っ

た利用がなされなければ，納税者である住民の理解も得ることができない．そこで，地域住民・交通事業

者・行政が互いの立場を尊重し，応分の負担を行うことで公共交通を確保する仕組みをいかに構築するか

が重要である．本稿では，「地域社会が直接的に公共交通を支える仕組み」と「地域住民と交通事業者の

合意形成を基に運行形態を決定する仕組み」を取り入れてコミュニティバスとデマンド乗合タクシーの運

行を行っている静岡県富士宮市を取り上げ，特に住民の意識変革がいかにしてなされたかを中心に論じる． 
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1. はじめに 
 

2011年3月8日，交通基本法案が閣議決定され，国会に

提出された．話題になっていた「移動権の保障」は盛り

込まれなかったが，国の交通政策の基本理念が示される

ことは大きな前進であろう．（財）日本生産性本部の調

査1)によると「バスサービスの供給は原則的に地方自治

体に最大の責任がある」に対する賛否は「どちらともい

えない」が40.6%で最も多く，「賛成」「反対」がそれ

ぞれ20%台後半で，考え方が2分されている．このよう

な状況で交通基本法に「移動権」を謳うことは，成立後

の交通関係個別法における対応や財源確保を考えると一

朝一夕に行かないことも理解できる． 
交通基本法案の基本理念では，交通に関する施策の推

進は，国・地方公共団体・交通関連事業者・交通施設管

理者・住民その他関係者が連携し協働することが謳われ

ている．これはまさに，今，地方が抱えている疑問や課

題への光明である．地域公共交通を持続的に支えるため

に関係者が連携することの必要性については，秋山ら2)

や中部地域公共交通研究会3)，地域公共交通会議をより

よいものとするための調査検討会4)などによって述べら

れているが，実際には，国・自治体・交通事業者・地域

住民はバラバラの方向を向いてしまっている．国と地方

の役割分担が不明確の中，多くの地域で，自治体は旧態

依然の方式から抜け出せず，交通事業者は当面の経営に

専念し，地域住民は要望だけを訴えかけている． 
静岡県富士宮市では，2005年に財政が危機的状態に陥

り，財政健全化計画に取り組む中，職員の給与カットを

はじめ，様々な行政改革を推し進め，各種の補助事業の

見直しが図られた．交通政策においても，従来のように

交通事業者に補助金を交付できる状況ではなく，交通事

業者も乗合バス事業の赤字をカバーしていた貸切事業や

高速バス事業に陰りが見え始めた．一方で，マイカー依

存型の社会構造は高齢者や障害を持った方の孤立化に拍

車を掛けている．そこで富士宮市は，地域住民・交通事

業者・行政が互いの立場を尊重し，応分の負担を行うこ

とで公共交通を「三位一体」で確保する仕組みの構築に

取り組んできた． 
本報告では，この富士宮市の取り組みの有効性と他地

域への適用可能性を検証することを目的として，「地域

社会が直接的に公共交通を支える仕組み」と「地域住民

と交通事業者の合意形成を基に運行形態を決定する仕組

み」に基づくコミュニティバス・デマンド乗合タクシー

の運行に至る経緯を取り上げ，特に住民の意識変革がい
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図-1 民間バス路線の１日平均乗車人数の推移 5) 
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図-2 宮バスの路線ならびに車両 
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図-3 宮バスの利用状況の推移 6) 
 

かにしてなされたかを中心に論じる． 
 
 

2. 富士宮市の公共交通を取り巻く環境 
 
(1) 位置・地勢・産業・人口 
富士宮市は富士山の西南麓に位置し，南は富士市，北

は山梨県に接している．古くから富士山本宮浅間大社の

門前町として栄え，浅間大社を中心に市街地が形成され

ている．気候は温暖で，富士山麓の豊富な地下水・森林

や緑あふれる朝霧高原など豊かな自然環境に恵まれ，田

貫湖や白糸の滝など観光資源も多い．この恵まれた自然

環境を背景に，酪農や湧き水を使ったニジマス，多品種

の野菜が生産されている．また，2004年から「フードバ

レー構想」を掲げ，食のまちづくりに取り組んでおり，

特に「富士宮やきそば」がB級グルメとして有名である． 
国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると，

富士宮市の人口は，2010年をピークに減少すると予測さ

れている．一方，老年人口は増加傾向となっており，少

子高齢化が進展していくものと考えられる． 
 
(2) 公共交通の現状 
市内の公共交通は，JR身延線，民間バス事業者による

路線バス（34路線），市営コミュニティバス「宮バス」，

市営デマンド型乗合タクシー「宮タク」である． 
JR身延線の駅は市内に6駅あり，通勤・通学・生活交

通の根幹を成しているが，路線は市域の南側を横断して

いるに過ぎず，市内全域を考えると路線バスが主たる公

共交通である．しかし，2004年（平成16年）に大幅な運

転キロ数の削減が行われ，それに伴って図-2に示すよう

に，利用者数も激減した．富士宮市では不採算路線に対

し補助金を交付し生活交通の確保に努めているが，公共

交通への投資に見合った利用がなされなければ，納税者

である住民の理解も得ることができない．そこで，従来

型の補助金制度を見直し，削減した補助金を原資に「宮

バス」「宮タク」という新公共交通システムを開発し，

住民の新たな足として定着しつつある． 
 
 
3. 「宮バス」における三位一体の取組 
 
(1) バス停オーナー制度 
図-2に宮バスの路線ならびに車両を，図-3に利用状況

を示す． 
富士宮市ではJR富士宮駅～総合福祉会館の路線バス

（民間4条路線）に補助金（430万円/年）を交付し会館

利用者の利便性を図っていたが，バス利用者が少なく費

用対効果が疑問視されていた．そこで，市は2007年にそ

の補助金を原資に宮バスのシステムを開発し，2008年4
月から宮バスの運行を開始した． 
宮バスは総合福祉会館を基点にし，中心市街地を1乗
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表-1 宮バスの新路線設定に係る評価指標 
指標 理由 目標値 

事業費に

対する運

賃収入等

の割合 

新路線が利便性向上に資する

ものであること，また，持続

可能な運行に向けた市の財政

状況を踏まえ，事業費に対す

る負担割合を設定 

50.0% 

1カ月当た

りの乗車

人数 

現在運行している「宮バス」

の収支率や全国的なコミュニ

ティバスの収支率の状況等を

参考に，運賃収入に限った場

合の収支率を設定し，右式に

より設定 

新路線の運行経

費 × 仮の収支率 
÷ 乗車運賃÷ 12
ヶ月（人） 

バス停オ

ーナー数 
平成21年度のバス停オーナー

数（15名），宮バス沿線の施

設数等の状況を踏まえ設定 

20人 

 

車200円で巡回する一般的なコミュニティバスであるが，

運営面において独特な方法が導入されている．日本でコ

ミュニティバスと言うと，一般的に自治体が運行する路

線バスを表すが，欧米では語源のとおり地域住民がボラ

ンティア等で支えるなどして運行するバスとされている．

富士宮市では，このような本来のコミュニティバスの在

り方を追求する手法の1つとして「バス停オーナー制

度」を導入した．これはバス停の命名権（ネーミングラ

イツ）を販売し運行経費の一部に充てるものである．

2011年4月現在，16事業者が年間504万円のバス停オーナ

ー協力金を支出しており，図-4に示すように市の財政負

担が軽減されている．オーナーは病院や大規模集客施設

が多く，自らの施設利用者増を図る目的のほかに，社会

貢献の立場で市営バス事業を支え地域住民の生活交通を

確保することに大きな意義を感じているようである． 
 
(2) 住民主体による路線拡大の検討 
宮バスの運行開始以来，市内各地から宮バス拡大の声

が上がった．しかし，住民の要望で立ち上げたコミュニ

ティバスが疲弊している例は全国に数限りなくある．そ

こで，富士宮市では，地域公共交通の活性化及び再生に

関する法律に基づき2010年1月に策定した「富士宮市地

域公共交通総合連携計画（以下，連携計画）」の中で，

新路線設定に係る評価指標を表-1のとおり定め，目標値

が達成できる見込みの場合に限り実証運行を行うものと

した．その検討のため，2010年6月に「宮バスの路線拡

大調査会（以下，調査会）」を立ち上げた．メンバーと

して中心市街地に隣接し，特に要望が強かった地域から

選出した51人の調査員，および交通事業者が参画し，ワ

ークショップ形式で行った．その検討状況を以下で説明

する． 
a) 第1回調査会：2010年6月3日 
市担当者から，公共交通の必要性と市内の公共交通の

実態を説明した上で，調査の期間と目標を設定した．調

査員は殆ど素人で，当然ながら道路運送法も理解してい

ない．市が新路線設定に係る評価指標を掲げ「皆さんで

路線の位置・運行回数・料金を決めましょう」と投げか

けたところ，「無茶を言うな」「市の仕事を丸投げする

のか」「俺はバスに乗らない」等の意見が噴出し，地域

住民 VS 行政の構図になってしまった．市では交通弱者

の立場で考えてもらうことを強調し，システム構築のプ

ロセスを段階的に積み上げていくことを提案した．各段

階において様々な可能性を追求し，調査員が市の提案を

修正・選択する方式にし，ようやく地域住民・交通事業

者・行政が同じ方向を向いてスタートラインに立つこと

ができた． 
b) 第2回調査会：2010年7月5日 
調査会を北循環，南循環，東循環の分科会に分け，グ

ループ討議を行った．実際の作業は各分科会をさらに2
～3班に分け，路線の位置を決定するコンペを行うこと

にした．市は１周に要する時間の目安，安全に運行する

ための車道幅員等を定義し，それに基づいて各班が提案

する運行ルートをプレゼンテーション方式で説明し，参

加者全員による投票で3路線の経路が決定した． 
c) 第3回調査会：2010年8月5日 
第2回に引き続き分科会によるグループ討議を行い，

運行日・運行回数・乗車賃，収支バランスについて検討

した．市では「作業の手引き」を作成し，運行経費のキ

ロ単価や収支のシミュレーションを提案し，各分科会に

おいて評価指標が達成できる運行形態を検討した．この

頃から自己主張の強い調査員が数名現れ，市の「作業の

手引き」に対する批判や，収支シミュレーションが誘導

であるとの意見が出され，分科会は紛糾してしまった．

市は調査員の負担をなるべく軽減しようと「作業の手引

き」を作ったが，踏み込みすぎると調査員の反感をかう

ことになる．市民協働の難しさを痛切に感じた場面であ

る．結局，運行形態案が決まったのは北循環だけで，南

循環，東循環は仕切り直しになった． 
d) 第3回の 2調査会：2010年8月 18日 
第3回調査会で寄せられた意見を集約し，再度，南循

高野・福本・加藤：第43回土木計画学研究発表会（春大会）
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環，東循環は運行形態の検討を行った．前回，一部の委

員の意見で紛糾した経緯もあり，今回は住民どうしが着

地点を模索する状況も見られ，十分な意見交換を行い南，

東循環の運行形態案が決まった．今回は調査員のガス抜

きの作用があったと言える．市は，「第3回の2」という

名称からも分かるように，当初計画に無い余計な調査会

と考えていたが，結果的には今後の作業を進めるにあた

って重要な会になった． 
e) アンケート調査：2010年8月～9月 
調査会が作成した路線・運行形態でどれだけの住民が

宮バスを利用するのかを把握することが必要である．そ

こで調査会は運行形態案を住民に示し，拡大路線沿線の

全世帯でアンケート調査を行い，その結果で目標値を達

成できなければ，再度運行形態を見直すことにした． 
f) 第4回調査会：2010年10月7日 
アンケートの結果から，利用者数・フリーパス券の販

売枚数・回数券の販売枚数による収入見込み額を算定し，

提案した運行形態の事業費に当てはめた．分析の結果，

運転手として契約社員が見つかれば運行可能との判断に

至ったため，この運行形態案を，上部組織で地域公共交

通活性化・再生法定協議会である「地域公共交通活性化

再生会議（以下，再生会議）」に諮ることにした． 
g) 再生会議：2010年 10月 29日 
再生会議において調査会の検討内容を報告し，満場一

致で宮バス拡大路線の実証運行の実施が承認された．な

お，運行形態の詳細については2011年5月の再生会議で

決定することにした． 
h) 第5回調査会：2011年3月25日 
運行形態の詳細（バス停の位置・バス停の名称・時刻

表・乗継割引・バス停オーナーの勧誘方法等）について

の最終確認を行った．その際，市が提案した時刻表案

（路線の回り順）に疑問が生じた．市は年度内の決定を

焦るあまり，住民主体の原則を怠ってしまっていた．結

果的には事務局案は合意に至らず，再度，調査会を開催

することにした． 
i) 第6回調査会：2011年4月18日 
実証運行の期間及びPDCAサイクルの考え方を説明し

た上で，前回の調査会で指摘を受けた部分を修正した2
つの時刻表案を提示し検討した．意見は拮抗し話し合い

では合意に達することができなかったため，多数決で時

刻表案を決定した．半数近い調査員の意見は通らなかっ

たが，この決定のプロセスが重要である．市の案を１つ

提示し合意を求める形ではなく，複数の提案を住民が議

論し決定したことには全員が納得した． 
調査会は本案を再生会議に上程することで，全ての作

業を終了した．閉会にあたって市担当者が調査員と交わ

した握手は，1年をかけて培った互いへの信頼と尊重の

証として心に深く刻み込まれた． 

j) 調査会の総括 
調査会の委員の殆どは自治会の役員であり，彼らの大

半は，市からの依頼仕事として当初は受け止めていた．

しかし，会を進めるに従って，自分たちの公共交通は自

分たちがつくるという意識が芽生えてきた．運行経費の

2分の1以上を運賃収入等で賄うという高いハードルを設

定することで，従前は市に要望・要請だけを投げかけて

いた市民が，経営という立場で真剣に取り組むようにな

った．委員自らアンケートの内容を考え，地域の意見を

集約し，病院やコンビニエンスストアへバス停オーナー

の勧誘に足を運ぶようになったのである． 
すなわち，自治体の思いが地域住民に通じ，地域住民

の思いを自治体が重く受け止めているという状態である．

このような意識共有に基づいて実証運行が実現に至った． 
 
 
4. 「宮タク」に見る三位一体の取組 
 

2007年4月に民間バス事業者が市の郊外部を運行する3
路線の退出申出があった．市ではこれらの路線に対し年

間約300万円の補助金を交付していたが，バス事業者は

この補助金だけでは赤字額を賄いきれないため，補助金

が増額されなければ退出するというものである．このよ

うな事例は過去にもあり，その都度補助金を増額した結

果，総額が2,500万円を超えるまでに膨らんだ．しかし，

いくら補助金を増額してもバス利用者が増えるわけでな

く，費用対効果に大きな疑問を感じていた市は，補助金

の増額を認めず，逆に補助金をカットすることで路線バ

スの退出を促した．したがって，その後運行開始した宮

タクは受け身ではなく戦略的な廃止代替運行といえる． 
 
(1) 交通事業者と共存できる仕組み 
市ではカットする補助金（300万円）を原資に道路運

送法79条によるデマンド型乗合タクシーを提案し，バス

事業者・タクシー事業者と協議した．バス事業者は補助

金がカットされるものの，赤字路線から退出できるため

に基本的に賛成の立場をとった．しかし，タクシー事業

者は，市が低料金で輸送することに大きな危機感を唱え，

簡単には合意に至らなかった．そこで，市とタクシー協

会による「デマンド交通検討会」を立ち上げ，下記の条

件を付してタクシー事業者に業務を委託するという宮タ

クの原形ができあがった． 
a) 運行の条件（運行開始当時） 
① 運行はタクシー事業者に委託し，車両はセダン型

タクシー車両を使用する 
② 運行車両は宮タクの業務以外は乗用事業に使用で

きるものとする 
③ 各交通空白地域と中心市街地のみを運行すること
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とし，途中下車や中心市街地以外の地域への輸送

を制限する 
④ 運行時間は午前2便（交通空白地域→中心市街地），

午後2便（中心市街地→交通空白地域）に限定する 
⑤ 料金はバス並みとする 
⑥ 運行はドア・ツー・ドアのサービスにする 
⑦ 利用者は会員登録制とし，市が登録業務を行なう 
⑧ 1時間前予約とし，各運行事業者が受け付ける 
⑨ 各エリアの運行経費を定め，乗車賃で賄えない金

額を委託料として市が支払う 
⑩ 運送中の事故，クレーム等は運行事業者が処理す

る 
⑪ 利用実態調査・分析は市が行う 
これらの条件に合意することで，運行事業者と行政の

協力体制ができあがった．この条件は市と運行事業者の

双方に以下のメリットをもたらしている． 
b) 市のメリット 
① 市が当初，タクシー協会に投げかけたデマンド型乗

合タクシーは，1台のミニバンをリースして，3地域

をデマンド運行することを想定していた．しかしこ

の場合，全ての地域が要望する時間帯を一斉に運行

することは不可能である．結果的に，地域の要望と

は関係無しに交通空白地域を運行する，住民不在の

運行システムとなってしまう．そこでタクシー協会

の組織力を使って，複数のタクシー会社が宮タクを

受託することで，地域が希望する時間に一斉に移動

することが可能になった． 
② 市がデマンド交通を行った場合，オペレーティング

システム，オペレーター人件費等，高額な経費を必

要とする．各タクシー会社のオペレーティングシス

テムを活用し，全ての業務を委託することで市の負

担が大幅に削減できた． 
c) 運行事業者のメリット 
① 昼間の時間帯に客待ちのタクシー車両が駅のロー

タリーを占拠していた．利幅は少ないが安定的な

収入が見込める宮タクは魅力である． 
② 市民にとってタクシーが公共交通であるという認

識が低かったが，宮タクを通じてタクシーの良さ

を PRできた． 
③ タクシー協会は，宮タクの運行が本業の乗用事業

を圧迫すると考えたが，結果的には，宮タクの客

が一般タクシーでも移動する機会が増え，事業全

体がプラスになった． 
④ 車両の併用が可能であり，初期投資が少ない． 
このような背景から，2010 年の宮タク拡大エリアに

ついては，市内の全タクシー会社が契約をすることにな

った． 
 

(2) 地域住民の生活の足 
次に問題になるのが，この運行形態を地域住民が納得

するかである．市は公共交通空白になる地域で住民向け

の懇話会を開催し，宮タクエリア内での通院・買物利用

を呼びかけ，100%の満足度はないが，この仕組みを受

け入れなければ公共交通空白になってしまうことを説明

し了解を得た． 
最初は慣れない予約作業に戸惑っていたおばあちゃん

も，何度か利用するうちに，「私だけど，お願いしま
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す．」で予約ができるようになった． 
普段マイカーで移動している人から見れば，複雑で不

便に思われるこの仕組も，交通弱者にとっては最後の頼

みの綱となった．2010年10月に開催した「宮バス・宮タ

ク祭」において公共交通川柳の最優秀賞に選ばれた「通

院も 子供に頼らず 気が楽に」が印象的である．高齢

者の引きこもりや孤独死が問題となっている昨今，高齢

者が自立できる交通の仕組みは，早かれ遅かれ自治体が

取り組まなければならないシビル・ミニマムである． 
 

(3) 宮タクの拡大 
地域住民は宮タクのメリット・デメリットを理解し，

宮タク・家族の送迎・一般タクシーを使い分けながら地

域の生活交通として受け入れている． 
宮タクの運行エリアならびに車両を図-5に，輸送人数

ならびに会員数の推移を図-6に示す． 
宮タクの評判は上々で，公共交通空白地域以外からも，

バス停まで歩いて行けない高齢者や障害者への対応とし

て宮タクの拡大が要求された．そこで2009年に策定した

連携計画では，公共交通空白地域とバスが運行されてい

る地域を差別化（運行日，運行時間の調整）することで，

市内全域に宮タクを拡大した．これによって市内のすべ

ての地区で住民の生活の足を確保した．すなわち公共交

通のセーフティネット（移動権）を張り巡らせたわけで

ある． 
宮タクのコンセプトは「地域住民，交通事業者，行政

が互いの立場を尊重し，応分の負担を負うことで，持続

可能な公共交通を確保する」である．マイカー依存型社

会に真っ向から立ち向かうのではなく，過疎地域におい

てはマイカーを必需品と認めた上で，家族の送迎が受け

られない人，受けられない時間帯を宮タクがカバーして

いる． 
 
 
5. おわりに 
 
本稿では，富士宮市の公共交通確保の取り組みにおい

て，住民と行政が連携し協働するに至ったプロセスを概

説した．その結果，行政主導でも住民主体でもなく双方

のバランスが重要であることを見いだした．地域の特性

やタイミングによっては行政主導が功を成す場合もある

し，逆に反感や住民不在の仕組みになってしまうことも

あるからである． 
転んで骨折して痛がっている人を目の前にして「食生

活を改善しましょう」「定期的に運動をしましょう」と

言っても意味がない．まずは添え木を当てて患部を治療

することが必要である．富士宮市が当初立ち上げた「宮

バス」「宮タク」は患部に添え木を当てる対処療法にあ

たる．そしてある程度怪我が治ってきたら，リハビリに

入る．これが「宮バス」「宮タク」の拡大である．リハ

ビリには多くの人の知恵や協力が必要である．地域住民，

交通事業者，行政が一緒になって支えないと，いったん

良くなってもまた骨折してしまうかもしれない．根本的

な解決は食生活や運動といった体質改善にある．すなわ

ち，モビリティ・マネジメントを充実させ，過度にマイ

カーに依存する体質を改善する必要がある．そのきっか

けとして，自治体職員が「おじいちゃん・おばあちゃ

ん・こどもたち」と顔を突き合わせて話をすればきっと

素晴らしいアイデアが浮かんでくるという実感を持って

いる． 
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